
「最強のコンスーマーブランドとして21世紀型グロー
バルカンパニーを目指す」

　・ホームエレクトロニクス、モバイルエレクトロニク
　 ス、エンタテインメント（コンテンツ）をコア事業領
とし、

① ホーム、モバイル各領域における技術とリソース
の融合

　② 差異化と付加価値化を創出するコアエンジンであ
る半導体キーデバイスへの継続投資

　③ デマンド＆サプライチェーンを含むオペレーション
強化

を図る。

ソニー株式会社（2005年）ソニー株式会社（2005年）

2005年３月期の連結決算は売上高７兆1,596億円（前年比96％）、営業利益1,139億円（前年比115％）と減収増益となった。その要因は主力であるエレクト

ロニクス事業の回復の後れにある。好調なデジタル家電市場における巻き返しを図るものの、差別性のある商品が展開できず、結果として価格競争の中、

数量は稼いでも収益があがらない構造に陥っている。こうした長期に渡る業績不振からの脱却を図るべく、2005年度から経営陣が刷新されることになった。

これまでの約10年間グループ経営を推進してきた出井伸之氏が退任し、後任としてエンターテインメント部門に強いハワード・ストリンガー現副会長が会長

に、社長には技術畑の中鉢良治副社長が就任する。出井氏が撒いた「ソフトとハードの融合路線」の成否の鍵は新体制のリード力と実行力にかかっている。

■　競争優位と競争戦略

・韓国サムスン電子と特許クロスライセンス契約を締結
・ コアデバイス集中（2004年総設備投資4100億）
　－ＣＥＬＬ半導体（1200億円投資）／－イメージング（CCD/CMOS）
　－ディスプレイ（第７世代液晶ﾊﾟﾈﾙ:ｻﾑｽﾝ合弁）
　－ストレージ（３波長記録再生用光学ヘッド）
・ 全商品、全組織を横断する商品戦略（ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ共通のﾃﾞｻﾞｲﾝ）
・ 既存技術のシナジー利用のうまさ（ＣＤ→ＭＤ、ＤＶＤ、ＰＳ etc）

・ 2005年度より経営陣刷新（出井伸之→ﾊﾜｰﾄﾞ・ｽﾄﾘﾝｶﾞｰ）
・ 異能、異質な人材重視
・ スピード経営（執行役員制）
・ 社外取締役の積極的活用（日産・ゴーン氏就任　2003年）
・ 流動性重視の人事制度（オープンエントリー制、頻繁な人事
異動、トップと末端が近い）

・ 「トランスフォーメーション60」：2006年までにエレクトロニクス部門の固定費3,300億円削減
・市場原理に基づく企業経営と組織運営・人材活用
・投下資本のリターンを高めるため、業績評価尺度としてEVAを導入
・ 基幹ＡＶ事業の製造以外､工場その他を全て外部化するメリハリ経営
・ エンタテインメント事業の強化：MGM買収により、世界２位の映画　ソフトグループに（保有数7,600本）
・ グループ経営の更なる進化（金融事業、パーソナルソリューションサービス）

http://www.sony.co.jp/

グローバルハブ

R&Dﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰｽﾞ

経営ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ ｹﾞｰﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎｰﾑｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ

IT&ﾓﾊﾞｲﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ

ｿﾆｰｴﾘｸｿﾝ･ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ｾｰﾙｽ
&
ﾏｰｹ
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① ＡＶ世界一と言われる「ソニー」のブランド力

② ネットワーク対応AV/IT製品における商品開発
の強さ、ﾌﾟﾗｽ映画などのｺﾝﾃﾝﾂ・ｻｰﾋﾞｽとの融合

③ 垂直統合モデル（ＰＳ２）－中核部品は内製化し
付加価値を企業外に流出させずに競合との差
別化を図る

① 新経営陣のリード力により、差別化されたハード
とコンテンツ、サービスのトータル価値の提供を
通じて、ブロードバンド時代のリーディング企業を
目指す

（モノづくりの復権とｿﾆｰﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞ、MGMといった
コンテンツやSo-net（ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ）や金融などサービ
スとの融合）

② 「ソニーらしさ」の復活－「モノづくり回帰」による
商品力を基軸としたエレクトロニクス事業の競争
力回復

③ 各事業分野の連携・構造改革により生産効率・収
益確保を実現する

（第二次構造改革に３年3,000億円を投資）

調達活動 製造 サービス

全
社

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
事
業

そ
の
他
事
業

出荷物流 販売マーケティング

◎売上原価率：76.2％（03年：73.5％)

・旧来型のﾃﾚﾋﾞ用ﾌﾞﾗｳﾝ管生産終了
　（生産ﾗｲﾝも17→５に縮小）

・ジャストンタイム製造（ｹﾞｰﾑ､CD）

◎総設備投資額：3,568億円
　　　　　　　　　　　　（前年比5.7％減）
◎物流費：1,080億円
　　　　　　　　　　　　（前年比1.3％増）

・

・中間流通の排除（ｹﾞｰﾑ）

◎広告宣伝費：3,597億円
（前年比14.7％減）

◎海外販売拠点数：
　（売上高：５兆588億円（比率71％）

　・「ＳＯＮＹ」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを活用したﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　・ＵＳＰ販促
　・１販社体制（7,200億円､3,600人）
　　（量販店集中型営業）
　・ソニースタイルによるネット直販

・

・ソニー銀行

◎エレクトロニクスの融合戦略推進
－ホーム、モバイル格領域に
　おける技術とリソースの融合
－差異化と付加価値化を創出す
　るコアエンジンである半導体
　キーデバイスへの継続投資
－デマンド＆サプライチェーン
　を含むオペレーションの強化

◎従業員数：151,400人（金融除く）
　　　　　　　（前年比10,600人減）
◎人件費：前年比1,693億円減
◎基本組織図（＊右表参照）

◎研究開発人員：約15,000人
◎研究開発費：5,020億円

（前年比2.4％減）
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ：4,328億円

　　　　（同0.5％増)
◎13研究所体制
◎主な特許数（テレビ関連で2,184）

人
事
労
務

技
術
開
発

全
般
管
理

■ 2005年３月期決算の総括

（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略

資料１　価値活動分析表

コスト・リーダーシップ戦略

差別化戦略

集中化戦略

●

① ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業の低収益構造（商品競争力低
下－ﾌﾟﾗｽﾞﾏ・液晶ﾃﾚﾋﾞ、ＤＶＤでの遅れ／ﾊﾞｲｵ
不振）

② 「水平分業」によるモノづくりの弱体化（ＰＳ以外
の事業）

③ 社内ｶﾝﾊﾟﾆｰ・子会社の独立心が強く、統合的全
社戦略遂行が難しい（相乗効果が見えにくい）

強
み

弱
み

３つの
基本戦略

）

・１２の本社直轄研究所
- コンテンツ＆アプリケーション研究所（コンテンツ関連応用技術）
- ブロードバンドアプリケーション研究所（ネットワーク関連応用技術）
- ネットワークCE開発研究所（コンスーマーアプリケーション関連技術
- ユビキタス技術研究所（通信、ｾｷｭﾘﾃｨ技術） ／ - ストレージ技術研究所（ｽﾄﾚｰｼﾞ技術）
- ディスプレイ技術研究所（ディスプレイ技術） ／ - マテリアル研究所（材料・デバイス技術）
- Sony Corporate Laboratories Europe（各種領域） ／ A3 （ｴｲ･ｷｭｰﾌﾞﾄﾞ）研究所（信号処理技術）
- インテリジェント・ダイナミクス研究所（ﾛﾎﾞｯﾄ技術） ／ - 融合領域研究所（先端融合技術）
- マテリアルサイエンスラボラトリ　／　　- 環境研究所

・ サプライヤー数の絞り込みと
戦略的パートナーシップ構築
　　2002年度　4,700社
　　2003年度　2,400社
　　2005年度　1,000社

・ 部品･材料の戦略的調達
　　2002年度　84万点
　　2003年度　40万点
　　2005年度　10万点

製造・物流・
サービス拠点を
現在の約２００→３割削減 ・新情報システム「CLOVER」稼働（2003年5月）：年間140億円削減を目指すＤＣＭオペレーション

・ソニーサプライチェーンソリューション社

・Ｓｏ－ｎｅｔ（売上381億、会員数230万人、従業員約400名）

ｿﾆｰﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾊﾟｰｿﾅﾙｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｴﾝﾀﾃｲﾒﾝﾄﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ

ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ

・ＥＭＣＳ（（ｴﾝｼﾞﾆｱﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ／13,000人）
- 生産部門をアセンブリー系、コンポーネント系、半導体系の３つに分類
- それぞれが独立し、設計から資材調達、生産、物流、顧客サービスまで
一貫運営
　* 千厩､木更､小見川､埼玉､長野､浜松､湖西､幸田､美濃加茂､一宮､稲沢

http://www.sony.co.jp/


＊2005年度は予想

（年）

資料２． 業績の推移

資料３． 戦略経路分析（Historical Path of Strategy）
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営業利益

（億円）

売上

営業利益

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

売上 36,955 39,316 40,013 37,443 39,906 45,926 56,631 67,555 67,946 66,867

営業利益 3,022 1,769 1,306 1,070 -1,666 2,353 3,703 5,202 3,386 2,406

税引き前利益(※) 2,707 2,161 926 1,022 -2,209 1,382 3,124 4,537 3,686 2,643

2000 2001 2002 2003 2004 *2005

売上 73,148 75,783 74,736 74,964 71,596 74,500

営業利益 2,253 1,346 1,854 989 1,139 1,400

税引き前利益(※) 2,659 928 2,476 1,441 1,572 1,700

※米国会計原則に従っているため、
　「税引き前利益」を採用
* 2005年度は予測／営業利益は、
未公表のため、「会社四季報」より

◆ 連結決算 （億円）

◆ 単独決算 （億円）

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

売上 18,806 19,791 18,697 16,983 18,819 19,310 21,699 24,064 24,327 25,930

営業利益 722 -205 16 30 191 210 818 1,013 72 -28

経常利益 1,145 241 458 316 514 286 857 1,188 441 342

2000 2001 2002 2003 2004 *2005

売上 30,076 26,442 25,263 28,146 28,954 30,000

営業利益 505 -530 -1,366 -1,397 -646 -300

経常利益 653 -61 -435 -1,522 458 600

* 2005年度は予測／未開示のため、
「会社四季報・2005年３集・夏」より

◆ セグメント別売上高および営業収入 ◆ セグメント別営業利益（損失）

◆ 過去10年間の業績推移

2003

（億円）

2004

（億円）

構成比

（％）

前年比

（％）

全　体 74,963 71,596 100.0 95.5

エレクトロニクス 50,423 50,216 61.8 99.6

ゲーム 7,802 7,298 9.0 93.5

音楽 4,403 2,491 3.1 56.6

映画 7,564 7,337 9.0 97.0

金融 5,935 5,606 6.9 94.5

その他 2,683 2,544 3.1 94.8

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間取引消去 -3,847 -3,896 - -

◆ 地域セグメント別売上高および営業収入

1995年

トップ人事

商品政策

営業流通
政策

組織変更

基本戦略

局面

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

攻勢的波及期攻勢的波及期 守勢的布石期守勢的布石期

出井伸之会長－安藤国威社長

「最強のコンスーマーブランド」
に向けたモノづくり回帰
　・「クオリア」プロジェクト
　・新ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ(PSP､ﾌﾞﾙｰﾚｲ)

分社化の推進（ＩＴカンパニー）
　94年にカンパニー制の導入（８ｶﾝﾊﾟﾆｰ）し、
　96年に見直し（10ｶﾝﾊﾟﾆｰ）

SME、SCE
完全子会社
化で５事業
ﾕﾆｯﾄ

執行役員制

導入

ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ ＡＩＢＯ
ＰＳ２､CLIE､
ｴｱﾎﾞｰﾄﾞ

ネット時代対応に向けた周辺事業拡充
　・ 「ソニースタイルドットコム」（直販／00年）
　・ 「ソニー銀行」（01年）
　・ ＩＣカード「ＦｅｌｉCa」（02年）

ＰＳ（94年）
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾝﾃﾞｨｶﾑ

ＶＡＩＯ ＰＳＰ
ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ､
ＰＳＸ

デジタル家電テコ入れ
（DVD「すご録」、薄型TV「ベガ」）

経営陣刷新

の発表

（05～）

　新経営体制（出井CEO、安藤COO、徳中CFO）
　　・ 取締役としての役位廃止（00年）
　　・ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾊﾌﾞ/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽﾍｯﾄﾞｸｫｰﾀｰ(01年)
　　・ ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ(02年)

ｻｲﾊﾞｰｼｮｯﾄ 有機EL､CoCoon

解釈

大賀氏から出井氏へのトップ交代を機に「第二
の創業」を宣言し、デジタルネットワーク時代の
ＡＶとＩＴとの融合という新たな戦略方向を提示。
VAIOでPC市場に攻勢をかけ、プロバイダ事業
に参入してﾃﾞｼﾞﾀﾙ時代の覇者を強く印象づける。

また、就任１年目の95年に営業赤字からＶ字回
復を果たし、その後２期連続で大幅な増収増益
を達成する。97年には営業利益率が８％弱にま
で達し、市場でも高く評価され、「出井プレミアム」
と言われるように株価は上昇を続けていく。

出井氏は安藤氏に社長のポストを譲り会長に就
任。「ブロードバンドエンタテイメント戦略」を掲げ、
「４つのゲートウェイ戦略」によるプラットフォーム
づくりと情報コンテンツ事業、金融などサービス
事業との融合化とネットワーク化が推進される。
この間、「オープンアーキテクチャ的な」モノづく
り体制へのシフトを図った結果、主力であるエレ
クトロニクス事業の競争力が失われた。「ソニー
らしいモノづくり」ができず、ＰＳ２以外は大型ヒッ
ト商品が出ず、業績低下に歯止めがかからない。

長期に及ぶ業績不振により、
「ソニーショック」と呼ばれる株

価の急落を招く。デジタル家電
に重点を置いたモノづくり回帰
とリストラを核としたなど構造改
革を推進して収益力回復を目
指すも、実績が伴わず、10年に
わたる出井体制は崩壊し、経
営陣が刷新される。

縮小リストラ期縮小リストラ期反転防衛期反転防衛期

「ソニーらしい大型ヒット製品の不在」（デジタル家電の出遅れ）

製版分離（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞとｾｰﾙｽの一体化）
　・ 「ソニーマーケティング」設立（97年）
　・ 業務用営業部門の統合（98年）
　・ 関係子会社との連携強化（99年）

「VAIO」でＰＣ市場に本格攻勢かけるとともに

プロバイダ事業（so-net）で地盤固め

デジタルネットワーク戦略
　・ 「リ・ジェネレーション」（第二の創業）
　・ 「デジタル・ドリーム・キッズ」（ＡＶとＩＴの融合）

ブロードバンドネットワーク戦略
　・ ４つのゲートウェイ戦略（00年）
（「ﾊﾞｲｵ」､「ﾍﾞｶﾞ」､「PS2」､｢ｸﾘｴ｣&携帯)
　・ ユビキタス・バリュー・ネットワーク（01年）

デジタルネットワーク戦略を推
進する一方、業績が97年をピー
クに下降局面を迎え、わずか２
年後の99年には営業利益は
額・率ともに半減する。

「ハード－コンテンツ－インフラ」
一貫体制のビジネスモデルを
模索するためにグループや営
業組織の変革に着手する。

大賀典雄会長－出井伸之社長

2003

（億円）

2004

（億円）

前年比

（％）

全　体 989 1,140 115.3

エレクトロニクス -68 -343 -

ゲーム 676 432 63.9

音楽 -60 88 -

映画 352 639 181.5

金融 552 555 100.5

その他 -121 -41 -

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間取引消去 -342 -190 -

2003

（億円）

2004

（億円）

構成比

（％）

前年比

（％）

全　体 74,964 71,596 100.0 95.5

日本 22,207 21,008 29.3 94.6

海外 52,757 50,588 70.7 95.9

　米国 21,211 19,773 27.6 93.2

　欧州 17,651 16,125 22.5 91.4

　その他地域 13,895 14,690 20.5 105.7

http://www.jmrlsi.co.jp/member/ronbun/21c-t/r2-senryaku.html


70～
79年

高度経済成長

78年 オイルショック

「ウォークマン」大ヒット
71年 ３／４インチ･Ｕマチック･
ＶＴＲ

75年 家庭用ベータ式ＶＴＲ

79年 ウォークマン

70年代前半 ＣＣＤ開発

76年 フィリップス社とＣＤ共同
開発

79年 ｢80プロジェクト｣発足

70年 ニューヨーク証券取引所
上場(日本企業初)

71年 井深-盛田体制
72年 技術研究所新設
ｿﾆｰﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ設立

75年 盛田-岩間体制

80～
89年

90～
95年

96年

97年

98年

99年

ベータ対ＶＨＳ
ＶＴＲ戦争
（82年シェア
ベータ　28.3％
ＶＨＳ　　71.7％
→ソニー敗北

88年 ＶＨＳ規格発売
ＡＶ不況

82年 外販･ＯＥＭ､業務用強化（1990年に
民生：業務・産業：部品　＝５：３：２を
目指す）LSI＝CD製品の60％のシェア
光学ピックアップ＝累計２億台

86年 カスタマー・サービス本部発足
システム・プロジェクト営業本部(公共
機関向け)

87年 コンピューター事業失敗
89年「パスポートサイズ」大ヒットＣＢＳレコー
ド買収コロンビアピクチャーズﾞ買収

82年 ＣＤプレーヤー
83年 ＭＳＸ規格パソコン
85年 カメラ一体型８ミリビデオ
87年 ＤＡＴデッキ、「NEWS」
88年 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙｶﾒﾗ｢マビカ｣
89年 ｢デジタルハイエイト｣
シリーズ
｢パスポートサイズ｣８ミリ
ビデオ｢ＣＣＤ-ＴＲ５５｣(世
界最小最軽量（当時））

82年 開発研究所新設
83年 情報処理研究所新設

85年 ｢プロジェクト88｣発足

88年 総合研究所（技術､開発､
情報処理研究所を統合）
新設

82年 盛田-大賀体制　
「VTRに頼らない、柱
となるビジネスの拡
大を目指す」（ソニー
では外販ビジネスは
一種のタブーであっ
た）

84年 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ営業本部
(外販担当)発足

81年 ソニー・プルデンシャル
生命保険営業開始

82年 「Ｉｔ‘ｓ　a Ｓｏｎｙ」ＣＩ戦略
始まる

83年 事業部製導入

円高

93年 ＬＣＤ（液晶表示装置）市場格参入

94年 「消費者の求めるニーズとソニーの製
品にすれ違いが生じている」（大賀）

　　　　　　　↓
94年 上場以来、初の連結赤字決算
売上 ３９，９０６
営業利益 △１，６６６
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
トリニトロンブラウン管累計生産本数1
億本を記録ソニー･コンピュータ･エン
タテインメントが自ら一次卸となり、ほ
ぼ直販体制を敷く（中古市場への商
品流通を歯止め

95年 家庭用カラーテレビシェア世界一

90年 ｢ＨＤトリニトロン｣テレビﾞ
発売

91年 キララ･バッソ

92年 ＭＤシステム

94年 プレイステーション2000
万台を越す大ヒット

95年 フラットディスプレイ「プラ
ズマトロン」
デジタルハンディカム

91年 情報通信研究所新設

92年 任天堂との開発白紙

94年 キヤノンとﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗで関
係強化→高輝緑色発光
ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ開発

95年 ﾌﾗｯﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ｢プラズマ
トロン｣開発
ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと提携
次世代カーナビシステム
を開発
沖電気と提携半導体共
同開発
インテル社との協力関係
ＤＶＤ規格統一

92年　オープンエントリー制
度実施（応募時に学
校名を記入しない採
用方式）

91年 ソニー・ピクチャーズ・エン
タテインメント設立

93年 ソニー・コンピュータ・エン
タテインメント設立

94年 カンパニー制導入(27あっ
た事業本部を８つのカン
パニーに集約)
中央研究所に総合､情報
通信研究所を統合

95年 ソニーコミュニケーション
ネットワーク設立
大賀-出井体制 ｢リ・ジェ
ネレーション(第二創業)｣
｢デジタルドリームキッズ｣
（それまで弱かったITﾋﾞｼﾞ
ﾈｽ(ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ)
に本格的参入）
中央研究所にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ制

５月 ソニー・コン
ピュータエンタ
テインメント独
占禁止法容疑
捜査を受ける

・　日本｢ﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年｣
　　　DVD､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ衛
　　　星放送､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
　　　CATV(有線ﾃﾚﾋﾞ）
　　　の登場

１月 インターネットサービス開始

９月 「ＪスカイＢ」（スカイパーフェクＴＶへの
経営参加

11月 デジタルカメラのリベート廃止

６月 グラストロン

10月 デジタルスチルカメラ｢サ
イバーショット｣

12月 平面ﾌﾞﾗｳﾝ管FDトリニト
ロン管搭載「KV-２８SF５」

１月 三洋電機と液晶生産提
携

７月　次世代光磁気ディスク、
日欧８社で共同開発

１月 カンパニー制見直し
　商品開発､営業機能は
　　本社に集約
ソニー５０周年
　「ソニーはチャレンジャー
　だ」（出井）（ＡＶとＩＴの
融　合を目指す）

　　1. ＡＶにデジタル技術を付
加し、活性化(ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ）

　　2. エンターテイメント・ビジ
ネスを収益性のあるもの
にする

　　3. エンターテイメントにＡＶ
を結び付けたような新し
いビジネスを創造

１月 ＪスカイＢに出資

３月 東急エージェンシーインターナショナ
ル買収(広告事業進出)

４月 ソニーマーケティングﾞ設立（民生用
機器の国内販売子会社８社を統合）

５月 フジテレビと映像ソフトの製作販売で
提携

３月　ＤＶＤプレーヤー

６月　グラストロン（メガネ型ディ
スプレイ）トリニトロン搭
載機に『WEGA（ベガ）』
の愛称つける

７月　「ＶＡＩＯ」シリーズ

１月　ＮＨＫなどと次世代情報
伝送技術共同研究

５月　次世代液晶装置でトヨタ
グループと提携

６月　フィリップスと次世代デジ
タルオーディオの記録媒
体、高密度ディスクを共
同開発

８月　モトローラ社と次世代ＩＣｶｰ
ﾄﾞ共同開発合意

10月　富士フィルムと大容量Ｆ
Ｄ共同開発

９月 メモリースティック
「ＡＶとＩＴの融合」

１月 富士通とｼｽﾃﾑＬＳＩ共同
開発･生産で合意 ６月　執行役員制導入

　　 (取締役38→10人)

４月 ｢コーポレイトＩＳソリュー
ションズ｣設置。
システム担当部署集約

10月 盛田昭夫名誉
会長死去 ６月 通信事業参入発表

９月 プレイステーション２発表（2000年３月
発売予定）

10月 第２四半期連結業績において、ｴﾚｸﾄ
ﾛﾆｸｽ部門、ゲーム、音楽、映画の各
分野で減収減益。その他部門は営業
損失を計上。（保険分野は増収増益）

　　　　前年同期比 売上高　 △ 6.8％
　　　　　　　　　　　　 営業利益△36.9％

６月 ＡＩＢＯ（20分で完売）

11月 ＡＩＢＯｽﾍﾟｼｬﾙｴﾃﾞｨｼｮﾝ
発売

４月 10本社研究所→4研究
所に再編
フロンティアサイエンス
研究所（材料・ﾃﾞﾊﾞｲｽ等）
インフォメーション＆ネッ
トワーク研究所（ネットワー
ク,通信,コンピューティン
グ等）
アルゴリズム研究所（ﾃﾞｼﾞ
ﾀﾙ信号処理等）
デジタルクリーチャーズ
ラボラトリー（エンタテイメ
ントロボット等）

11月 米Ｓｕｎ社と家庭用ﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ機器とｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続技
術で共同開発に合意

４月 2002年までにｸﾞﾙｰﾌﾟ
在籍者約10％削減

10月 コミュニケーションシステ
ムソリューションネットワー
クカンパニー新設（Ｂ＆Ｐ
カンパニーとＤＮＳ統合）

　　　　ＳＭＥら３社を完全子会
社化（2000年1月をメドに）
現在70ヶ所に分散する
事業所を2002年度末ま
でに55ヶ所に集約

・　ネットワークカンパニー制
エレクトロニクス事業を５
つの事業ユニットで構成
①ﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ
②ﾊﾟｰｿﾅﾙITﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ
③ソニー･コンピュータ
エンタテインメント
④コアテクノロジー＆
ネットワークカンパニー
⑤ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾄ＆ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅ
ﾙｼｽﾃﾑｶﾝﾊﾟﾆｰ

資料４．時系列活動分析表

市場環境

主活動

販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理

支援活動



01年

5月 ソニー製携帯
電話に不具合。
無料回収へ。

2月 ePFネットのコンテンツ配信サービス
不参加表明
エンターテインメントロボット“ＡＩＢＯ
（アイボ）”『ＥＲＳ-２１０』春だけの新色
（２色/オレンジ、ホワイト）期間限定に
て受注販売

3月 放送業務用デジタルVTR ・VCAM累
計販売台数20万台を突破
メモリースティックの累積出荷数が
1000万枚を突破

5月 NTTドコモのPHSを利用した音楽配信
サービス「M-stage music」へデジタル
コンテンツ著作権管理・配信システム
「OpenMG Light」を提供

5月 “AIBO (アイボ)”誕生から2年
～ AIBOの可能性を広げる無線LAN
対応ソフトウェア新発売 ～
～ 期間限定で2ndアニバーサリーカ
ラーモデル受注販売 ～

6月 「ソニー銀行」業務開始

7月 法人向けADSLサービスを開始

8月 ソニー・アメリカ、ヤフーとポータル分
野で多角的提携へ

9月 “AIBO（ｱｲﾎﾞ）”に性格の異なる2機種
「ラッテ」と「マカロン」を追加

10月ﾗｼﾞｵやﾃﾚﾋﾞで気になった曲やCMをﾌﾞｯ
ｸﾏｰｸできる『eMarker』ｻｰﾋﾞｽを提供
する「株式会社ゼータ・ブリッジ」設立

11月 バイオノートブック、中国で発売開始

4月 ソニーグループの国内
半導体全事業所が一般・
産業廃棄物のゼロエミッ
ション達成

4月 ソニーEMCS (ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ・ｶｽﾀ
ﾏｰｻｰﾋﾞｽ）株式会社設
立（開発、商品設計、資
材調達、 生産、物流、顧
客サービス、 修理など
一連の設計・生産・ フォ
ローを統合的に運営）

1月 高音質でコンパクトなフ
ルデジタルアンプシステ
ムを実現するデジタルパ
ワーアンプ技術を開発
蒸着テープとＧＭＲヘッド
を用いた高密度磁気記
録技術を開発
「Infostick™（インフォス
ティック）「Bluetooth™」
モジュール」を開発

2月 世界最大サイズの13イン
チフルカラー有機ELディ
スプレイを開発
IMECとｿﾆｰが次世代半
導体技術に関する共同
研究開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで合意

3月 デジタルコンテンツ著作
権管理・配信システム「Ｏ
ｐｅｎＭＧ　Ｌｉｇｈｔ」開発

２チャンネルのスピーカー
で立体感のある音声の
再生を可能にする「プレ
イステーション 2」ゲーム
ソフト組み込み用 3Dｻｳ
ﾝﾄﾞﾐﾄﾞﾙｳｪｱ“S-FORCE 
3Dｻｳﾝﾄﾞﾗｲﾌﾞﾗﾘ”開発

4月 UDCと高効率発光材料
による有機ELディスプレ
イを共同開発
近鉄グループとﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞ
ﾝﾄﾞ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連分野
で協力

5月 東芝と次世代システムＬ
ＳＩにおけるプロセス技術
を共同開発で合意

7月 PKIに対応した非接触IC
カード用LSIを開発

8月 ｻﾑｽﾝ電子とIC記録ﾒﾃﾞｨ
ｱ“ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ” につい
て協力

　　・ CD-R/RWへの安定した
データ書き込みを実現す
る技術 「Power-Burn TM」
を開発

10月 平面FDトリニトロン管、
HD 1080/24P システム、
民生用カムコーダーの技
術開発および実用化な
どで、2001年エミー賞を
受賞
業界最高レベルの開口
率66.1%を実現した高温
ポリシリコンTFT液晶パ
ネル開発

11月 松下電器、松下寿電子
工業と次世代ﾃｰﾌﾟｽﾄﾘｰ
ﾏｰ規格「S-AIT」ﾗｲｾﾝｽ
契約締結等で基本合意

10月 取締役会議長
大賀氏 「ﾄﾞｲﾂ大功労
十字星章」受賞

11月 取締役会議長
大賀氏が勲一等瑞宝
章受章

1月　ソニーグループの半導体
生産を統括するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰ
ﾑ会社「ソニーセミコンダ
クタ九州（株）」設立

2月 「ソニー環境行動計画」
を改定Green 
Management 2005 -「環
境効率２倍」への中間目
標達成を目指す

4月 伊藤忠テクノサイエンス、
シーティーシー・テクノロ
ジーと「ソニーブロードバ
ンドソリューション（株）」
を設立。AV/ITを融合し
たﾄｰﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ事業をﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ用途に展開

4月 「ソニー銀行（株）」発足
4月 グループ本社にグロー
バル・ハブを設立

　　・ 経営ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ設立
　　・ エレクトロニクスＨＱ設立
社内カンパニー再編

　　・ ソニー国分・大分・長崎
を統合し、「ソニーセミコ
ンダクタ九州（株）」設立

7月 「ソニー・マックス（株）」と
「ソニー・テクノ・ワークス
（株）」を統合
シーアイエス株式会社と
経営情報コンサルティン
グ事業で合弁会社設立

8月 ｿﾆｰ・ｱﾒﾘｶ、Yahoo!とﾎﾟｰ
ﾀﾙ分野で多角的提携
「コンピュータディスプレ
イカンパニー」を「コミュニ
ケーションディスプレイカ
ンパニー」に名称変更
エリクソンと携帯電話端
末事業の合弁会社設立
に正式合意
「ソニー・エリクソン・モバ
イルコミュニケーションズ」

9月 「（株）ソニー・ピクチャー
ズエンタテインメント」と
「（株）ソニー・ピクチャー
ズテレビジョン・ジャパン」
事業統合

11月 「ユビキタス・バリュー・ネ
ットワーク」構想実現を加
速（オープンなブロードバ
ンド・ネットワーク環境構
築に向け、 AOLタイムワー
ナーおよびノキアと協力）

00年

4月 プレイステーショ
ン２で不具合

１月 セブンイレブン・ジャパンらと合弁会
社設立（セブン・ドリーム・ドット・コム）
本格的EC（電子商取引）展開へ

3月 東京急行電鉄、トヨタと「ＡⅡ企画株
式会社」（仮称）を設立（ケーブルテレ
ビの大容量インターネットの実現）

10月 ePFネット設立

2月 インテルコーポレーショ
ンと家電製品とﾊﾟｿｺﾝの
接続技術の普及で協力

3月 シャープと小型高密度光
磁気ディスクを共同開発

6月 高精細テレビ用ブラウン
管、スーパーファインピッ
チFDトリニトロン管開発

11月 小型二足歩行エンターテ
イメントロボット開発

2月 「ソニースタイルドットコ
ム・ジャパン株式会社」
設立

　　　　ネット時代の新たな消費
スタイル創造を目指す

3月 「サイバージーンドットコ
ム株式会社」設立

5月 出井 伸之　会長兼CEO
安藤 国威　社長兼COO
体制発足

8月 ソニーデジタルネットワー
クアプリケーションズ株
式会社設立

市場環境
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02年

１月 ソニー、SCNが共同でブロードバンド・
ポータルサイト構築へ

３月 ユビキタス・バリュー・ネットワーク時
代の顧客サービス向上を目指し ソニー
共通で使える顧客ID「My Sony ID」を
導入

４月 110度CSデジタル放送サービス「スカ
イパーフェクTV!2」にて無料チャンネ
ル「BAZ (バズ)」を放送

５月 法人向けADSL８Mbps接続サービス
を開始
ひとつのハードウェアでアナログ放送
とデジタル放送の変調方式に対応で
きるテレビチューナー復調モジュール
を商品化

６月 メディアージュ」リニューアルオープン
６月 中小規模オフィス向けネットワーク

サーバー"ＤｉｇｉｔａｌＧａｔｅ"発売
６月 コンテンツホルダー向けに動画配信
支援サービスを開始

６月 メモリースティックフォーラムを開催～
メモリースティックの累計出荷枚数が
2000万枚を突破～

６月 ソニーのお台場メディアージュにフジ
テレビの新スタジオＯＰＥＮ

６月 光ﾌｧｲﾊﾞｰによる法人向け新ﾒﾆｭｰ開
始

７月 デジタルコンテンツ著作権管理・配信
技術「OpenMG X」を開発

７月 ５０型ＰＤＰ発売

８月 ソニードリームワールド2002を開催

８月 ミニディスク（MD）今年で誕生１０周年
８月 法人向けADSL８Mbps接続の普及価
格帯サービスを開始

８月 容積1.5mlの超小型テレビチューナー
モジュールを商品化

８月 中国で「ソニーウィーク」を開催

９月 ＭＤ出荷１０億枚

10月 タイでパソコン販売
10月 欧州の広告委託先を集約

11月 ソニーブロードバンド、高品位映像を
複数個所に配信

２月 日立製作所、LG電子、
松下電器産業、パイオニ
ア、ロイヤル フィリップス
エレクトロニクス、サムス
ン電子、シャープ、ソニー、
トムソン マルティメディア
の９社は、青紫色レーザー
を用いた大容量光ディス
クビデオレコーダー規格
『Blu-ray Disc』を策定
～ CDやDVDと同じ直径
12cmの書き換え可能な
相変化型光ディスクに2
時間以上のデジタルハ
イビジョン映像を記録 　

５月 青紫色レーザーを用い
た大容量光ディスクビデ
オレコーダー規格 『Blu-
ray Disc』規格書の開示
を開始

11月 カーオーディオ「XR-
777MkII」、「XR-757」の
不良品無償修理

11月 ソニーセミコン九州、ＣＣ
Ｄを６割増産

11月 光通信部品参入、トラン
シーバー、サンプル出荷

12月 ＶＨＳビデオベータ、生産
終了

１月 ソニーケミカルとソニー
根上を統合、 両社の技
術を融合させ回路デバイ
ス事業を一層強化

２月 カラー動画の撮像とリア
ルタイム3次元計測を1チッ
プで可能にする高機能　
CMOSイメージセンサー
“Entertainment Vision 
Sensor”を開発

３月 高度な運動性能と豊か
なコミュニケーションを実
現した小型二足歩行エン
ターテインメントロボット
を開発

４月 IBM、ソニー、SCEI、東芝
　最先端半導体製造プロ
セス技術の共同開発で
合意

５月 エンターテインメントロボッ
ト用アーキテクチャー「Ｏ
ＰＥＮ-ＲTM」の ソフトウェ
ア仕様を公開、開発キッ
トをインターネット上で無
償提供

６月 植物原料プラスチックを
筐体に採用したウォーク
マンを商品化

６月 高精細・高コントラスト・
広い色再現が可能なディ
スプレイデバイス
「Grating Light Valve」を
開発

６月 ソニーとネット・タイムが
FeliCa技術を採用したIC
カード認証システムを商
品化

11月　米著作権管理技術ＶＢ
買収

12月　デジタルスチルカメラの
規格 “ DPS（仮称）”策定

12月 世界初の６５ナノメートル
世代ＤＲＡＭ混載システ
ムＬＳＩ技術開発

12月 日亜化学工業株式会社
と青紫色レーザーダイオー
ドの共同開発及び技術
協力関係の構築に合意

12月 松下電器とソニーがデジ
タル家電向けLinuxの共
同開発で合意

４月 ４月の商法改正を受
け、従来の各種株価
連動型インセンティブ・
プランを 新株予約権
の発行によるストック
オプション・プランに
統一

６月 岡田明重(株)三井住
友銀行取締役会長が
新任取締役

６月 グループ２０社と人事
情報一元化

10月 ガースナーＩＢＭ会長、
斉藤邦彦元駐米大使
が経営助言役に就任

10月 上海で取締役会開催

１月 ブロードバンド時代の新
たなコミュニケーションビ
ジネスに向け電通と協力

２月 株式交換によりソニーが
アイワを完全子会社とす
ることを決議（10/1株式
交換予定）
ソニーグループのエレク
トロニクス事業構造改革
を加速 －アイワ連結固
定費を1/3に圧縮後、完
全子会社化し、グループ
シナジーを追求―

３月 ソニーマーケティングとソ
ニースタイルが合併

４月 ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを通じて３
つのｺｱ事業ｾｸﾀｰ間のｼ
ﾅｼﾞｰ効果を生み出し、横
断的なﾋﾞｼﾞﾈｽを創出する
ために、ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ
関連事業を包括的に括
る事業セクターとして4月
1日付けでNACSを設立

５月 ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業価値の創造
に向けてｺｱ事業ｾｸﾀｰの
戦略的連携を加速

　　・ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに事業を展開す
るｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、ｹﾞｰﾑ、ｺﾝ
ﾃﾝﾂの３つをｺｱとなる事
業ｾｸﾀｰと位置付け､これ
らのｾｸﾀｰにおいて経営
資源を集中させることで、
各ｾｸﾀｰの競争力を強化
し、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値および収
益性をさらに向上させる
経営方針を打ち出す

６月 社会・環境報告書2002
発行

10月 米パーム子会社に２５億
円出資

11月　台湾に半導体の開発セ
ンターを設立

11月 インタートラスト社の買収

12月　インドネシアより事業撤
退

市場環境

主活動

販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理

支援活動



03年

１月 アイワブランドを刷新
　　・ 「アイワ」のロゴ一新、世界規模で宣
伝展開

　　・ 高容量・高速書き込みを実現する新
世代メモリースティック「メモリースティッ
クPRO（プロ）」発売

　　・ １２８MBﾒﾓﾘを２枚搭載し、ﾒﾓﾘを切り
替えて使用できる「メモリースティック
（メモリーセレクト機能付き）」発売

２月 一つのパッケージで、CDとDVDの記
録再生に対応できる２波長レーザー
ダイオードを発売

３月 HDコンテンツ制作・送出用VTR
“HDCAM SR”フォーマット採用のスタ
ジオレコーダーとポータブルレコーダー
発売

６月 Ｌモード機能を搭載したエアボードを
発売

９月 キヤノン、シャープ、日本ビクターとの
４社により、家庭での高画質なデジタ
ルHD撮影を実現する「HDV(エイチ
ディーブイ)規格」を確定。10月初旬よ
り規格書の提供を開始

11月　非接触ICカードを利用したセキュアア
クセスサービス“CRYP<クリプ>”提供
開始

12月　大容量ハードディスク搭載DVDレコー
ダー「PSX」の販売開始

４月 業務用ストレージ向け光
ディスクドライブおよびメ
ディアを商品化

５月 CDとDVDの２種類のレー
ザー光を１チップで発す
る世界初の"モノリシック
型"高出力2波長レーザー
ダイオードを開発

　　・ 世界初の1チップGPS用
LSIを商品化

６月 有機ＥＬを量産、フルカ
ラー、月産３０万枚

８月 サムスン電子にメモリー
スティック・メディアの製
造販売ライセンスを行う
ことで合意

２月　CMOSｲﾒｰｼﾞｾﾝｻ“適応ゲ
イン・カラム増幅技術 ”を
開発

　　・　高精細・高コントラストの
画質を実現するディスプ
レイデバイス『SXRD』を
開発

３月　エンターテインメントロボッ
ト「SDR-4X II」を
ROBODEX2003に出展

　　・　高画質印刷を実現する
インク液の飛翔制御技
術「LD Shot」技術を開発

４月　世界最先端の６５ナノメー
トル・プロセス半導体投
資に今後３年間で総額
約２０００億円

　　・　９０ナノメートル・ＤＲＡＭ
混載プロセスを用い「プ
レイステーション ２」用Ｃ
ＰＵおよび描画プロセッ
サを１チップ化

　　・　青紫色レーザーを用い
た放送業務用光ディスク・
システムを発表

６月 サンディスクとソニー、メ
モリースティック製品に
関するクロスライセンス
契約を締結

８月　16倍速のDVD記録を可
能にする650nm帯220mW
高出力半導体レーザー
ダイオード『SLD1236VL』
を開発。

１月　取締役会議長大賀典
雄取締役退任

３月　インドネシア生産撤退
で、退職金交渉決裂

　　・　大学生の入りたい企
業、６年連続でソニー
１位

４月　大規模な機構改革
　　・　日産ゴーン氏がソ社
外取締役就任

６月　河野博文（前経済産
業省資源エネルギー
庁長官）が取締役就
任

　　・ 大賀名誉会長、退職
金１６億円、軽井沢町
にを寄付

　　・ ソニー・エリクソン500
人削減

７月 パソナなど35社と、中
高年転職支援の新会
社設立

８月　約23.9％出資している
株式会社クロスウェイ
ブ コミュニケーション
ズが会社更生法に基
づき更生手続開始の
申し立てを行う。

１月 サプライチェーンマネジメ
ントを支える国際部品調
達、物流の新会社設立

　　・ ソニー電子(無錫)有限公
司 LCD生産棟の起工式

　　・ 「委員会等設置会社」選
択

　　・ シーアイエス株式会社の
完全子会社化について

２月 ケンウッド、パイオニア、
シャープと共同でｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄから音楽を直接配信す
るｻｰﾋﾞｽ会社、「エニー
ミュージック企画（株）」を
設立

４月 ソニー株、２日連続で
ストップ安（500円安）

→　「ソニーショック」

５月 出井伸之会長が日本経
団連副会長就任

６月 「QUALIA(クオリア)」“感
動価値”創造プロジェクト
開発商品新発売

　　・ 中国の放送機器ソフト、
会社ソニーが買収

10月　ソニーとNTTドコモ
FeliCa事業に関する合弁
会社の設立で基本合意。
2004年1月をめどに合弁
会社新会社）を設立予定。

11月　株式交換により株式会
社ソニー・コンピュータエ
ンタテインメントを完全子
会社とすることを決議。

３月　ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ情
報化研究会を
設立

　　・　ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ
の作成、編集、
再生に関する
標準規格
｢MPV」7社推
進

　　・　３Ｄ立体表示市
場の創造を目
指す『３Ｄコンソー
シアム』を設立

５月 三菱電機が
Blu-ray　Disc　
Foundersへ参
画」

６月 家電・コンピュー
ター・モバイル
17社で “DHWG”
を設立

7月 コンシューマエレ
クトロニクス
（CE）機器企業
8社が、“CE 
Linuxフォーラ
ム”を設立。
LinuxのCE機
器向け機能の
強化と普及促
進を目指す。

10月 中期経営方針「トランスフォーメーション60」
「最強のコンスーマーブランド確立」に向けて、
　 1)　事業の場の明確化と技術、リソースの集中
　　　　による成長戦略の実行
・エレクトロニクス事業の融合
・エンタテインメント事業の融合
・金融事業の融合

　 2)　事業収益構造の変革
・2006年までにエレクトロニクス部門の固定費

　　　 　3,300億円削減
を中核とし、2006年度に営業利益率10％（金融を除
く）を達成することを目指すとともに、2006年度以降
の新たな価値創造と更なる飛躍の基盤を構築する
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04年

１月 現行のMD（ミニディスク）との再生互
換を確保し、著作権保護技術を採用
した「Hi-MD（ﾊｲｴﾑﾃﾞｨｰ）」規格を策定

　　・　単一電源で動作する携帯電話向け
“システムオングラス”液晶ディスプレ
イを商品化

２月　アイワブランドの新機軸となる商品群
「USBオーディオ」シリーズを2004年2
月以降全世界で順次発売、積極的な
販促活動を展開していく

３月　ノキア、フィリップス、ソニーがNFCフォー
ラムを設立。タッチ動作で電子機器間
の接続を可能にするNFC技術の普及
を促進

４月　電子出版規格“ＢＢｅＢ規格”のライセ
ンス活動を開始

　　・　日亜化学工業株式会社とソニーは、
青紫色レーザーダイオードに関して、
光ディスク記録再生用途における特
許クロスライセンス契約を締結した

５月　VAIOビジネス第２章へ。映像や音楽
を楽しめるＰＣを目指す

　　・　FMチューナー内蔵小型テレビチュー
ナーモジュール「BTF-ZK48X」を発売。

　　・　「ソニーエナジー・デバイス株式会社」
を設立し、需要が拡大しているリチウ
ムイオンバッテリービジネスを強化。

７月 ウォークマン発売20周年
Hi-MD規格に準拠したウォークマンと
ハードディスク内蔵のネットワーク
ウォークマンを発売

８月　容量ブルーレイディスクROM（BD-
ROM）原盤製造装置「PTR－3000」の
受注開始

12月 新携帯型ゲーム「プレイステーション・
ポータブル（ＰＳＰ）」発売

２月　「CELL」量産に向け、
65nm半導体の量産体制
構築に向け、第２期投資
約1,200億円を実施

４月　豊田自動織機の合弁企
業であるエスティ・エルシー
ディ株式会社と、低温ポ
リシリコンTFT液晶ディス
プレイ需要に対応するた
め、約100億円の投資を
実施し生産設備を増強、
2005年４月から月産能
力40,000枚体制
（600×720mm基板ベー
ス）にする

５月　実売に即応する商品供
給体制を目指して、デマ
ンドチェーンマネジメント
を導入。販売、製造、物
流のオペレーションを統
合する新情報システム
「ＣＬＯＶＥＲ」を稼動

９月　フルカラー有機ELディス
プレイパネルの量産を開
始。2004年9月よりパー
ソナルエンタテインメント
オーガナイザー“クリエ”
「PEG-VZ90」に搭載

　　・　ボタン形酸化銀電池での
水銀使用を無くした無水
銀化を実現、世界で初め
て（2004年９月29日現在）
商品化。2005年１月から
順次導入

11月　日亜化学工業株式会社
とソニーは、DVD再生用
赤色レーザと青紫色レー
ザに対応した2波長レー
ザカプラを共同開発

２月　東芝と45ナノメートル・ス
テムＬＳＩのﾌﾟﾛｾｽ技術を
共同開発することで合意

　　・　植物原料プラスチックを
三菱樹脂（株）と共同で
開発。2004年秋に発売
するDVDﾌﾟﾚｰﾔｰの筐体
に採用予定

　　・　電極から有機半導体層
への電気伝導メカニズム
を解明し、有機トランジス
タの電子移動度を向上さ
せる技術を開発

３月 広東省広州市に設計・生
産オペレーション子会社
「ソニー電子華南有限公
司」を新設

４月　凸版印刷と25GBペーパー
ディスクの開発に成功

　　・　サムスン電子とアモルファ
スTFT液晶ディスプレイ
パネル製造を行う合弁
会社「S-LCD株式会社」
を設立予定

５月　ブルーレイディスク・DVD・
CDに対応する 3波長記
録再生用光学ﾍｯﾄﾞ開発

　　・　フルHDTVの4倍の高精
細の液晶ディスプレイパ
ネル「４K SXRD」を開発

８月　独自の映像信号処理技
術“DRC(デジタル・リアリ
ティ・クリエーション)”を、
ハイビジョン対応へと進
化させた“DRC-
MFv2”(デジタル・リアリ
ティ・クリエーション：マル
チ・ファンクション　ブイ
ツー)を開発

９月　植物原料プラスチックを
用いた非接触ICカードを
開発

11月 IBM､東芝と次世代ﾌﾟﾛｾｯ
ｻ「Cell」の概要発表

12月 韓国サムスン電子と特
許クロスライセンス契約
を締結

２月　プロフェッショナルソ
リューションズネット
ワークカンパニー
（PSNC）を新設

７月　グローバルマーケティ
ング本部新設

　　・　グループの半導体製
造事業を統合

11月 ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟのｺﾝﾃﾝﾂ･
ｻｰﾋﾞｽ､ｸﾗｲｱﾝﾄｿﾌﾄｳｪ
ｱ､ﾊｰﾄﾞｳｪｱを束ねる
「コネクトカンパニー」
発足(音楽･映像配信)

２月　エニーミュージック企画
（設立：2003年２月１日）
は、オーディオ機器メー
カー８社の共同出資によ
り、エニーミュージック株
式会社として事業会社化
した

４月　日本初、生命保険・損害
保険・銀行を傘下とする
中間金融持株会社「ソニー
フィナンシャルホールディ
ングス株式会社」を設立

５月　ソニー福島（株）とソニー
栃木（株）を統合し、新た
に「ソニーエナジー・デバ
イス株式会社」を設立

８月 ﾍﾞﾙﾃﾙｽﾏﾝ社と合弁会社
「ソニーBMG」（音楽制作
事業）を設立

９月 米映画会社メトロ・ゴー
ルドウィン・メイヤー（ＭＧ
Ｍ）を買収を発表（05.5月）

９月　HD24P シネアルタ カムコー
ダー 「Panavised　F900」
2004年エミー賞を受賞
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　当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください

● ＳＯＮＹが復活する日－みえない資産の融合なるか （2005年）

● ソニー新体制の目指すもの～コンテンツとハードの融合で生き残りをかけるソニー （2005年）

● 「テレビのソニー」復権の試金石、「QUALIA 005」 （2004年）

● ソニー「ＱＵＡＬＩＡ」－高性能デジタルＡＶの高価格戦略の成否 （2004年）

● 情報・サービスによる収益多重化めざすソニー （2003年）

● ソニー銀行異業種の銀行業参入はどのようなインパクトをもたらすのか（2003年）

● ブランド価値No.1企業ソニー　－ブロードバンド時代にソニーは生き残れるか（2002年）

● ソニースタイルドットコム・ジャパン　需要創造型eリテイル戦略による流通主導権の再確立（2000年）

● 「バイオノート５０５」の成功と要因（1999年）

● ソニー生命保険　－快調ソニー生命－強みは顧客問題解決力（1999年）

ＨＯＭＥ

05年

２月 携帯情報端末事業から撤退
（７月末で「CLIE」の生産中止）

３月 アメリカでＰＳＰ発売開始
（５月にアジア／９月に欧州）

４月 FIFA(国際サッカー連盟)とパートナー
シッププログラムの契約を締結

７月 ソニー・エリクソンが欧州で「ウォーク
マン」ブランドの携帯電話発売

１月 モバイル向け低温ポリシ
リコンTFT液晶ディスプレ
イパネルの第2製造拠点
としてIDTech（台湾・奇美
電子の子会社）野洲事
業所を買収

４月 Ｓ-LCDから最先端第7世
代アモルファスTFT液晶
パネルモジュールの出
荷開始

１月 松下電器、三菱電機と高
速電力線通信（PLC）を
基盤としたホームネット
ワークの普及を目指し
相互接続可能な仕様を
確立するためのアライア
ンス設立で合意

２月 IBM､東芝と共同開発す
る次世代プロセッサ「Cell」
の技術仕様を公開

　　・ ＪＲ東日本､NTTﾄﾞｺﾓと
「Suica」を「おサイフケー
タイ」に搭載した「モバイ
ルSuica」導入を発表
（06年１月～）

３月 「Hi-MD」規格を拡張し、
MP3形式の音楽データに
対応。さらに、デジタル静
止画像に対応することを
定めた「Hi-MD PHOTO」
規格を新たに追加し、用
途拡大を進める

４月 高速電力線通信を基盤
としたﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸの普
及を目指しｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱﾗｲ
ｱﾝｽ発足（有力CE機器メー
カー８社が参画）

７月 コニカミノルタフォトイメー
ジング（株）とレンズ交換
式デジタル一眼レフカメ
ラの共同開発で合意

　　・ 次世代ＤＶＤで20世紀
フォックスがﾌﾞﾙｰﾚｲ採用

８月 上海に中国向けのﾃﾞｻﾞｲ
ﾝｾﾝﾀｰ「クリエイティブセ
ンター」設立（日米英ｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙに次ぐ世界5カ所目
の製品のﾃﾞｻﾞｲﾝ拠点）

３月 グループの新経営体
制を発表（９月～）
出井CEO退陣→
ﾊﾜｰﾄﾞ･ｽﾄﾘﾝｶﾞｰ

１月 連結業績見通しを下方
修正

４月 米映画会社メトロ・ゴー
ルドウィン・メイヤー（ＭＧ
Ｍ）を買収

　　・ 「ソニー・ミュージックネッ
トワーク（株）」設立
（「着うた」の配信など）

７月 第１四半期（４－６月）の
決算発表が赤字となり、
通期の業績見通しを大
幅に下方修正
→株が急落、年初来安
値を更新

８月 ソニー銀行、ＡＴＭ分野
でＵＦＪと提携

３月 ヤマダ電機が
年商１兆円突
破

４月 2004年度決算
発表で情報家
電企業の明暗
分かれる
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http://www.jmrlsi.co.jp/
http://www.jmrlsi.co.jp/menu/case/2005/sony_4.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2005/s09.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2004/s12_sony.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2004/s04_sony.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/sony_3.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/bank_1.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2002/sony_2.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2000/sonystyle_2.html
http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1999/sony_1.html
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